注意：この契約条項は標準様式であり、関係法令等の改正による変更や、入札条件に応じた不要な条項の削除又は条項の追加を行うことがある。
複合機複合機（カラー・中速機、東部事務所設置）賃貸借及び保守契約書
鳥取県（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により複合機の賃貸借及び保守に関する契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。
（品名及び数量）
第１条　甲が乙から賃借する複合機の機種(機能)、機種名及び数量は、次のとおりとする。
	機　　種　（機能）
	機　種　名
	数量

	E－２（コピー、プリンタ、ファクシミリ、スキャナ機能）
	△△
	１台


（賃貸借及び保守仕様書）
第２条　複合機の機種機能等については、この契約条項に定めるもののほか、別添複合機の賃貸借及び保守仕様書（以下「仕様書」という。）による。
（業務期間）
第３条　業務期間は、令和７年９月１日から令和１１年１０月３１日までとする。

（賃貸借期間）
第４条　賃貸借期間は令和７年１０月１日から令和１１年９月３０日までとする。ただし、令和８年度以降において、この契約に係る甲の予算が成立しなかった場合又は減額となった場合は、この契約の全部又は一部を解除できる。
なお、令和１１年９月については、次回更新する複合機の搬入搬出の作業に伴い、期間満了まで設置しない場合がある。
（複合機の設置所属）
第５条　複合機の設置及び管理を行う甲の所属（以下「設置所属」という。）は、次のとおりとする。
	設置所属
	設置所属所在地
	設置台数

	鳥取県企業局東部事務所　事務室
	鳥取市古海250番地
	１台


（複合機の引渡し）
第６条　乙は、複合機を設置所属が指定する設置場所に、令和７年９月３０日までに納入し、甲が使用できる状態で引き渡さなければならない。
（賃借料）
第７条　１月当たりの複合機１台当たりの賃借料（消費税及び地方消費税抜き）は、■■■円（消費税及び地方消費税抜き）とする。
（保守料単価）
第８条　複写片面１枚当たりの保守料単価（消費税及び地方消費税抜き）は、次のとおりとする。
	区分
	保守料単価

	黒
	■．■■円

	カラー
	■．■■円


（複写枚数）
第９条　乙は、毎月任意の締め日において前月締め日から当月締め日までに使用した複写枚数を算出し、原則、翌月５日までに設置所属の確認を受けなければならない。
２　乙は複写枚数の算出に当たっては、乙が複合機の保守に当たって、複合機の点検と調整のために使用した枚数及び乙の責めに帰すべき事由により使用した枚数を控除する。
《契約保証金免除の場合》
（契約保証金）
第１０条　この契約に係る乙の契約保証金は、これを免除する。
《契約保証金納付の場合》
（契約保証金及び契約保証金の処分）
第１０条　乙は、契約締結と同時に契約保証金として金○○,○○○円を甲に納付しなければならない。

２　甲は、乙がこの契約の内容を履行したときは、乙の請求により遅滞なく前項に定める契約保証金を乙に還付する。この場合において、返還する契約保証金には利息をつけない。
３　当該契約の履行について、乙が誠実に継続して１年間業務を履行したと認められる場合には、この契約に定める賃貸借期間の満了前であっても乙の請求に基づき、甲は、契約保証金の一部又は全部を乙に払い戻すことができる。
（権利義務の譲渡等）
第１１条　乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又はその権利を担保の目的に供することができない。ただし、あらかじめ甲の承認を得た場合は、この限りでない。
（機密の保持）
第１２条　乙は、保守等の実施に当たって知り得た業務上の機密を第三者に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。
２　前項の規定は、この契約の終了後又は契約が解除された後も同様とする。

３　乙は、第１８条第１項の規定により複合機の返還を受けたとき又は仕様書９の（６）の規定により配置した代替機の引取りを行ったときは、仕様書１０の規定に従い記録媒体に保存されたデータを消去しなければならない。
（複合機の保守及び維持管理）
第１３条　乙は、甲が常時良好な状態で複合機を使用できるように技術員を複合機の設置場所に派遣して点検、調整を行わなければならない。
２　複合機が故障した場合、甲の要請により、乙は直ちに技術員を派遣して修理に着手し、正常な状態に回復しなければならない。第２０条第１項に規定する場合を除き、乙はその費用を負担する。
（消耗品の供給）
第１４条　ドラム、現像剤、オイル、ベルト、ブレード等は、乙の技術員の点検又は甲の通知に基づき、コピー品質維持のために乙が必要と認めた場合、乙はこれを取り替える。
２　乙の指定する者の巡回又は甲の申出に基づき、乙はその他の消耗品を適宜供給する。

３　災害時においては、乙は甲が業務を支障なく継続するため、優先的に消耗品を供給する。
（複合機及び消耗品の所有権）
第１５条　複合機及び消耗品の所有権は乙に属し、甲はそれらを善良なる管理者の注意義務をもって管理及び使用しなければならない。
（設置所属及び設置場所の変更）
第１６条　甲は、設置所属及び設置場所を変更する場合は、あらかじめ乙に通知し、乙の承認を得なければならない。この場合において複合機の移動は乙が実施する。
（保険）
第１７条　乙は、自己の責任において、賃貸借する複合機に動産総合保険を付保する。
（複合機及び消耗品の返還、撤去）
第１８条　甲は、第４条の規定により賃貸借期間が満了し、若しくは終了した場合又は第２６条から
第２８条までの規定により本契約を解除した場合、複合機及び消耗品を遅滞なく乙に返還しなければならない。
２　乙は、前項の場合においては、速やかに複合機を撤去しなければならない。
（損害）
第１９条　業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、乙の負担とする。ただし、天災その他やむを得ない理由による場合及び甲の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。
（損害賠償）
第２０条　乙は、甲が故意又は重大な過失によって複合機に損害を与えた場合、その損害を甲に請求することができる。
２　前項の損害賠償の額は甲乙が協議して定める。この場合において、乙の付保する動産総合保険で補てんされる額は、この損害額から控除する。
（賃借料及び保守料の支払）
第２１条　乙は第９条の規定により算出した複合機１台の複写枚数に第８条に規定する保守料単価を乗じて得た金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）の合計金額に、消費税及び地方消費税の額として当該合計金額の１０パーセント（消費税率の改正があったときは、改正後に適用すべき税率による。）に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）と第７条に規定する賃借料に第１条に規定する数量を乗じて得た金額に、消費税及び地方消費税の額として当該金額の１０パーセント（消費税率の改正があったときは、改正後に適用すべき税率による。）に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）の合計金額（以下「賃借料及び保守料」という。）を甲に対して請求すること。
　　ただし、請求書は設置所属に提出するものとする。

なお、乙が第１８条第１項の規定により複合機の返還を受けたときは、仕様書１０（２）の規定によるデータ消去完了の報告について甲の確認を受けた後でなければ、当該月に係る賃借料及び保守料を請求することができない。
２　甲は、前項の規定による正当な請求書を受理した日から３０日以内に請求に係る賃借料及び保守料を乙に支払う。甲が正当な理由なくその期間内に支払を完了しないときは、乙は遅延日数に応じ未払金額に対し政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率で計算した遅延利息を甲に請求することができる。
（履行遅延による違約金）
第２２条　乙の責めに帰すべき事由により賃貸借期間の始期に複合機を借り受けることができない場合は、甲は違約金の支払を乙に請求することができる。
２　前項の違約金は、第７条の規定による１月当たりの賃借料（消費税及び地方消費税抜き）に第１条に規定する数量を乗じて得た金額の合計額に１２を乗じて得た金額と第８条の規定による保守料単価に仕様書１１に規定する年間複写使用見込枚数をそれぞれ乗じて得た金額の合計金額に、当該合計金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。)に対し、鳥取県会計規則第１２０条（昭和３９年鳥取県規則第１１号）の規定により計算した金額とする。

（追完請求権）
第２３条　甲は、賃貸借開始後、当該複合機が本契約書及び仕様書で定める内容に適合しないものであるときは、乙に対して相当の期間を定めて甲の指示した方法により、無償の補修、代替機の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を、第４条の賃貸借期間開始の日から１５か月以内に限り請求することができる。
２　前項の規定により甲が相当の期間を定めて履行の追完を請求し、その期間内に履行の追完がないときは、甲は乙に対して賃借料及び保守料の減額を請求することができる。
３　前項の規定は、甲が乙に対して行う損害賠償の請求及び契約の解除を妨げるものではない。

（保守料単価の改定）
第２４条　賃貸借期間中は、保守料単価の改定は行わない。ただし、物価の変動、その他経済事情が著しく変化し、保守料単価を改定する必要が生じた場合は、保守料単価の改定の２か月前までに甲乙協議の上決定する。

（重要事項の通知）
第２５条　甲及び乙は、住所、名称（商号）、代表者の氏名、その他事業内容又は組織に重要な変更があったときは、速やかに相手方に通知する。
（任意解除）
第２６条　甲は、次条又は第２８条の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。
２　甲は、前項の規定により契約を解除する場合、契約解除の２か月前までに文書により乙に通知する。この場合において、乙に損害を及ぼしたときは、乙はその損害の賠償を請求することができるものとし、賠償額は、甲乙協議して定める。
（催告による解除）
第２７条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。
（１）特別の理由なくして、賃貸借期間の始期を過ぎても契約を履行しないとき、又は履行の見込みが、明らかにないと認められるとき。
（２）正当な理由なく、第２３条第１項の履行の追完がなされないとき。
（３）前各号に掲げる場合のほか、乙がこの契約に違反し、その違反により、この契約の目的を達成することができないと認められるとき。
２　乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、違約金として、第７条の規定による１月当たりの賃借料（消費税及び地方消費税抜き）に第１条に規定する数量を乗じて得た金額の合計金額に１２を乗じた金額と第８条の規定による保守料単価に仕様書１１に規定する年間複写使用見込枚数を乗じて得た金額の合計金額に、当該金額の当該違約金に係る事由が発生した時点の適用すべき税率による消費税及び地方消費税を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）の合計額（以下「年間支払見込額」という。）の１０分の１に相当する金額を甲に支払わなければならない。ただし、この契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰することができない事由による場合は、この限りでない｡
（催告によらない解除）
第２８条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。

（１）業務の履行不能が明らかであるとき。
（２）業務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。
（３）業務の一部の履行が不能である場合又は業務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。
（４）前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条第１項の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。
（５）乙又はその代理人若しくは使用人がこの契約に関して、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条に違反する行為又は刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法第１９８条に規定する行為をしたと認められるとき。
（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団の構成員（以下「暴力団員」という。）であると認められると
き。
（７）次に掲げる行為の相手方が暴力団又は暴力団員であることを知りながら当該行為を行ったと認められるとき。
ア　暴力団員を役員等（乙が法人の場合にあってはその役員及び経営に事実上参加している者を、乙が任意の団体にあってはその代表者及び経営に事実上参加している者をいい、非常勤を含む。以下同じ。）とすることその他暴力団又は暴力団員を経営に関与させること。
イ　暴力団員を雇用すること。
ウ　暴力団又は暴力団員を代理、あっせん、仲介、交渉等のために使用すること。
エ　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与えること。
オ  暴力団又は暴力団員を問題の解決等のために利用すること。
カ　役員等が暴力団又は暴力団員と密接な交際をすること。
キ　暴力団若しくは暴力団員であること又はアからカまでに掲げる行為を行うものであると知りながら、その者に物品の製造、仕入れ、納入その他業務を下請等させること。
２　乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、違約金として年間支払見込額の１０分の１に相当する金額を甲に支払わなければならない。ただし、この契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰することができない事由による場合は、この限りでない。

（賠償の予定）
第２９条　乙が前条第１項第５号に該当する行為をしたと甲が認めたときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、乙は、賠償金として年間支払見込額の１０分の２に相当する額を甲に支払わなければならない。複合機の賃貸借開始後においても同様とする。
（専属的合意管轄裁判所）
第３０条　この契約に係る訴えについては、鳥取県鳥取市を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。
（契約外の事項）
第３１条　この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義の生じた事項については、甲乙協議して定める。
　　上記の契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その１通を保有する。
［注］電子契約の場合は「本契約の証として、本書の電磁的記録を作成し、両者電子署名を行った上、各自その電磁的記録を保存する。」と記入する。

令和　　年　　月　　日
甲　鳥取県鳥取市東町一丁目２７１番地
鳥取県
鳥取県知事　平井　伸治
乙　
